
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
トレッド部のカーカス層外周側にベルト層を埋設した空気入りラジアルタイヤにおいて、
前記ベルト層より外周側でかつ少なくとも該ベルト層両エッジ部を覆うように、

熱可塑性エラストマー組成物からなるベルト補強層を配置した空気入りラジアルタイヤ
。
【請求項２】
前記ベルト補強層を前記ベルト層の両エッジからそれぞれベルト全幅ＢＷの少なくとも１
０％を覆うように配置した請求項１記載の空気入りラジアルタイヤ。
【請求項３】
前記ベルト補強層の肉厚を０．１～１．０ｍｍにした請求項１または２記載の空気入りラ
ジアルタイヤ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、空気入りラジアルタイヤに関わり、更に詳しくは、タイヤ重量の増加を抑制し
ながら、高周波域におけるロードノイズを低減するようにした空気入りラジアルタイヤに
関する。
【０００２】
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【従来の技術】
近年、車両の静粛性向上に伴い、タイヤのロードノイズに関しても、搭乗者の快適性の追
求として、低減要求が厳しくなっている。タイヤにおける振動の伝達率は、車両の振動伝
達系の固有振動数とタイヤの固有振動数が一致（共振）すると大きくなることが知られて
おり、このため、タイヤの固有振動数を支配するタイヤ構成材料の力学的要因を変えれば
特定の周波数に対するロードノイズを低減することができる。
【０００３】
このような知見から、高周波域（２５０～３１５Ｈｚ付近）のロードノイズは、ベルト部
の剛性を高め、断面２次固有振動数を増加させることにより改善できることがわかってい
る。
従来、この高周波域のロードノイズを改善する対策として、例えば、ベルト層の両エッジ
部外周側にナイロン補強層を配置し、ベルト部の剛性を高めて断面２次固有振動数を増加
させることにより共振を回避し、高周波域のロードノイズを低減するようにした提案があ
る。しかし、ベルト部の剛性を十分高めるためには、補強コードを配列した構成にする必
要があるため、肉厚もある程度厚くなり、タイヤ重量が大きく増加し、近年のタイヤ軽量
化の流れに逆行する。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、タイヤ重量の増加を抑えながら、高周波域におけるロードノイズを改善
することが可能な空気入りラジアルタイヤを提供することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成する本発明は、トレッド部のカーカス層外周側にベルト層を埋設した空気
入りラジアルタイヤにおいて、前記ベルト層より外周側でかつ少なくとも該ベルト層両エ
ッジ部を覆うように、

熱可塑性エラストマー組成物からなるベルト補強層を配
置したことを特徴とする。
【０００６】
このように断面２次固有振動数を増加させるのに大きく影響するベルト層のエッジ部外周
側に少なくともベルト補強層を設け、それをヤング率を上記の範囲

から構成して、ベルト補強層の剛性を高くしているため、従来配置したナイ
ロン補強層と同じように、ベルト部の剛性を大きくすることができ、それによって、断面
２次固有振動数の増加により、２５０～３１５Ｈｚ付近の高周波域におけるロードノイズ
を低減することができる。
しかも、その肉厚を従来の補強コードを有する補強層よりも薄くして軽量にすることがで
きるため、重量が大きく増大するのを抑えることができる。
【０００７】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の構成について添付の図面を参照しながら詳細に説明する。
図１は、本発明の空気入りラジアルタイヤの一例を示し、１はトレッド部、２はビード部
、３はサイドウォール部である。左右のビード部２に連接してタイヤ径方向外側に左右の
サイドウォール部３が延設され、この左右のサイドウォール部３間にタイヤ周方向に延在
するトレッド部１が設けられている。
タイヤ内側にはカーカス層４が１層配設されている。左右のビード部２にはビートコア５
がそれぞれ配置され、そのビートコア５の外周にはビードフィラー６が設けられている。
カーカス層４の両端部４ａがビードフィラー６を包み込むようにしてビートコア５の周り
にタイヤ内側から外側に折り返されている。
【０００８】
トレッド部１のカーカス層外周側には、補強コードを逆向きで互いに交差するように配列
した２層のベルト層７が埋設されている。カーカス層４に隣接した内側の１番ベルト層７
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Ａ上に、この１番ベルト層７Ａよりもその幅を狭くした２番ベルト層７Ｂが積層されてい
る。なお、ＣＬはタイヤ赤道面である。
本発明では、上述した構成の空気入りラジアルタイヤにおいて、ベルト層７Ａ，７Ｂより
外周側で、かつ断面２次固有振動数の増減に大きく影響するベルト層７Ａ，７Ｂの両エッ
ジ部７ａ，７ｂを覆うようにした環状のベルト補強層８がベルト層７に積層して設けられ
ている。このベルト補強層８は、熱可塑性樹脂または熱可塑性樹脂成分とエラストマー成
分とをブレンドした熱可塑性エラストマー組成物から構成され、そのヤング率は５０～５
００ＭＰａ　になっている。
【０００９】
このように断面２次固有振動数の増加に大きく影響するベルト層７の両エッジ部７ａ，７
ｂ外周側にベルト補強層８を配置すると共に、そのベルト補強層８を構成する熱可塑性樹
脂または熱可塑性エラストマー組成物のヤング率を上記の範囲にして剛性を高めているの
で、従来のナイロン補強層同様に、ベルト部の剛性を高めることができる。そのため、断
面２次固有振動数が増加し、２５０～３１５Ｈｚ付近の高周波域における共振を回避する
ことができるので、高周波域ロードノイズの改善ができる。
【００１０】
しかも、その肉厚を従来の補強コードを有するベルト補強層よりも薄くして軽量にするこ
とができるので、重量の増加を効果的に抑えることができる。
上記ヤング率が５０ＭＰａ　よりも小さいと、ベルト補強層８の剛性が低くなりすぎて、
ベルト部の剛性を十分に高めることができず、高周波域ロードノイズを十分に低減するこ
とができない。逆に５００ＭＰａ　を越えると、ベルト補強層８の剛性が高くなりすぎる
ため、壊れ易くなり、タイヤ故障の原因となる。
【００１１】
上記ベルト補強層８を配置する幅ＦＷとしては、ベルト幅が最大な１番ベルト層７Ａの両
エッジ（ベルト層の両エッジ）ｘからそれぞれベルト全幅（最大幅を有するベルト層の幅
、図ではカーカス層に隣接する第１ベルト層７Ａの幅）ＢＷの少なくとも１０％の両エッ
ジ部７ａ，７ｂを覆うようにすることができる。
このベルト補強層８は、図２に示すように、ベルト層７の外周側全体にわたって設けるよ
うにしてもよく、本発明では、断面２次固有振動数の増減に大きく影響するベルト層７外
周側の少なくとも両エッジ部７ａ，７ｂにベルト補強層８を配置すればよい。ベルト全幅
ＢＷに対する合計のベルト補強層幅ＦＷの割合は２０～１００％にすることができる。
【００１２】
ベルト補強層８は、必要性に応じて部分的に厚みを変えても構わない。その一例として、
図３にエッジ部７ａ，７ｂに対応する両端部８ａの肉厚をその間の中間部８ｂよりも厚く
した場合のものを示す。
また、ベルト補強層８は図では１層配置した例を示したが、複数層設けるようにしてもよ
く、本発明では、少なくとも１層配置すればよい。そのトータルの肉厚としては、０．１
～１．０ｍｍにすることができる。肉厚が０．１ｍｍ未満であると、ベルト補強層８とし
ての剛性が低くなりすぎ、高周波域ロードノイズを十分に改善することが困難となり、逆
に１．０ｍｍを越えると、重量の増加が顕著になる。
【００１３】
上記ベルト補強層８は、押出成形によりシート状の薄いフィルムを継目なくした環状の構
成にしてもよく、また、テープ状の薄いフィルムからなるストリップ材を連続して螺旋状
に隙間なく巻き回して環状としてもよく、更に、幅広のシート状に形成したフィルムの先
後端部を継ぎ合わせて構成することもできる。
本発明では、上記ベルト補強層８を構成する熱可塑性樹脂としては、ヤング率を５０～５
００ＭＰａ　にすることができるものであれば特に限定されるものではなく、例えば、ポ
リアミド系樹脂〔例えば、ナイロン６（Ｎ６）、ナイロン６６（Ｎ６６）、ナイロン４６
（Ｎ４６）、ナイロン１１（Ｎ１１）、ナイロン１２（Ｎ１２）、ナイロン６１０（Ｎ６
１０）、ナイロン６１２（Ｎ６１２）、ナイロン６／６６共重合体（Ｎ６／６６）、ナイ
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ロン６／６６／６１０共重合体（Ｎ６／６６／６１０）、ナイロンＭＸＤ６（ＭＸＤ６）
、ナイロン６Ｔ、ナイロン６／６Ｔ共重合体、ナイロン６６／ＰＰ共重合体、ナイロン６
６／ＰＰＳ共重合体〕及びそれらのＮ－アルコキシアルキル化物、例えば、６－ナイロン
のメトキシメチル化物、６－６１０－ナイロンのメトキシメチル化物、６１２－ナイロン
のメトキシメチル化物、ポリエステル系樹脂〔例えば、ポリブチレンテレフタレート（Ｐ
ＢＴ）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンイソフタレート（ＰＥＩ
）、ＰＥＴ／ＰＥＩ共重合体、ポリアリレート（ＰＡＲ）、ポリブチレンナフタレート（
ＰＢＮ）、液晶ポリエステル、ポリオキシアルキレンジイミドジ酸／ポリブチレンテレフ
タレート共重合体などの芳香族ポリエステル〕、ポリニトリル系樹脂〔例えば、ポリアク
リロニトリル（ＰＡＮ）、ポリメタクリロニトリル、アクリロニトリル／スチレン共重合
体（ＡＳ）、（メタ）アクリロニトリル／スチレン共重合体、（メタ）アクリロニトリル
／スチレン／ブタジエン共重合体〕、ポリメタクリレート系樹脂〔例えば、ポリメタクリ
ル酸メチル（ＰＭＭＡ）、ポリメタクリル酸エチル〕、ポリビニル系樹脂〔例えば、酢酸
ビニル、ポエビニルアルコール（ＰＶＡ）、ビニルアルコール／エチレン共重合体（ＥＶ
ＯＨ）、ポリ塩化ビニリデン（ＰＤＶＣ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、塩化ビニル／塩
化ビニリデン共重合体、塩化ビニリデン／メチルアクリレート共重合体、塩化ビニリデン
／アクリロニトリル共重合体〕、セルロース系樹脂〔例えば、酢酸セルロース、酢酸酪酸
セルロース〕、フッ素系樹脂〔例えば、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）、ポリフッ化
ビニル（ＰＶＦ）、ポリクロルフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、テトラフロロエチレン
／エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）〕、イミド系樹脂〔例えば、芳香族ポリイミド（ＰＩ）
〕等を好ましく用いることができる。
【００１４】
また、ベルト補強層８を構成する熱可塑性エラストマー組成物は、上述した熱可塑性樹脂
の成分にエラストマー成分を混合して構成することができ、これもヤング率を５０～５０
０ＭＰａ　となるようにブレンドしたものであれば、その材料の種類や混合比等は特に限
定されるものではない。
エラストマー成分としては、例えば、ジエン系ゴム及びその水添物〔例えば、ＮＲ、ＩＲ
、エポキシ化天然ゴム、ＳＢＲ、ＢＲ（高シスＢＲ及び低シスＢＲ）、ＮＢＲ、水素化Ｎ
ＢＲ、水素化ＳＢＲ〕、オレフィン系ゴム〔例えば、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ
、ＥＰＭ）、マレイン酸変性エチレンプロピレンゴム（Ｍ－ＥＰＭ）、ＩＩＲ、イソブチ
レンと芳香族ビニル又はジエン系モノマー共重合体、アクリルゴム（ＡＣＭ）、アイオノ
マー〕、含ハロゲンゴム（例えば、Ｂｒ－ＩＩＲ、ＣＩ－ＩＩＲ、イソブチレン等のイソ
モノオレフィンとパラメチルスチレン共重合体の臭素化物（Ｂｒ－ＩＰＭＳ）、クロロプ
レンゴム（ＣＲ）、ヒドリンゴム（ＣＨＲ、ＣＨＣ）、クロロスルホン化ポリエチレンゴ
ム（ＣＳＭ）、塩素化ポリエチレンゴム（ＣＭ）、マレイン酸変性塩素化ポリエチレンゴ
ム（Ｍ－ＣＭ）〕、シリコンゴム〔例えば、メチルビニルシリコンゴム、ジメチルシリコ
ンゴム、メチルフェニルビニルシリコンゴム〕、含イオウゴム〔例えば、ポリスルフィド
ゴム〕、フッ素ゴム〔例えば、ビニリデンフルオライド系ゴム、含フッ素ビニルエーテル
系ゴム、テトラフルオロエチレン－プロピレン系ゴム、含フッ素シリコン系ゴム、含フッ
素ホスファゼン系ゴム〕、熱可塑性エラストマー〔例えば、スチレン系エラストマー、オ
レフィン系エラストマー、エステル系エラストマー、ウレタン系エラストマー、ボリアミ
ド系エラストマー）等を好ましく使用することができる。
【００１５】
前記した特定の熱可塑性樹脂成分とエラストマー成分との相溶性が異なる場合は、第３成
分として適当な相溶化剤を用いて両者を相溶化させることができる。
ブレンド系に相溶化剤を混合することにより、熱可塑性樹脂とエラストマー成分との界面
張力が低下し、その結果、分散層を形成しているゴム粒子径が微細になることから両成分
の特性はより有効に発現されることになる。そのような相溶化剤としては、一般的に熱可
塑性樹脂及びエラストマー成分の両方又は片方の構造を有する共重合体、或いは熱可塑性
樹脂又はエラストマー成分と反応可能なエポキシ基、カルボニル基、ハロゲン基、アミノ
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基、オキサゾリン基、水酸基等を有した共重合体の構造をとるものとすることができる。
これらは混合される熱可塑性樹脂とエラストマー成分の種類によって選定すればよいが、
通常使用されるものには、スチレン・エチレン・ブチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）
及びそのマレイン酸変性物、ＥＰＤＭ、ＥＰＭ、ＥＰＤＭ／スチレン又はＥＰＤＭ／アク
リロニトリルグラフト共重合体及びそのマレイン酸変性物、スチレン／マレイン酸共重合
体、反応性フェノキシン等を挙げることができる。かかる相溶化剤の配合量には特に限定
はないが、好ましくは、ポリマー成分（熱可塑性樹脂とエラストマー成分との合計）１０
０重量部に対して、０．５～１０重量部がよい。
【００１６】
熱可塑性樹脂とエラストマーとをブレンドする場合の特定の熱可塑性樹脂成分（Ａ）とエ
ラストマー成分（Ｂ）との組成比は、特に限定はなく、ヤング率、ベルト補強層の厚さに
より適宜決めればよいが、好ましい範囲は（Ａ）／（Ｂ）の重量比で９０／１０～１５／
８５である。
本発明に係るポリマー組成物には、上記必須ポリマー成分に加えて、本発明のタイヤ用ポ
リマー組成物の必要特性を損なわない範囲で前記した相溶化剤ポリマーなどの他のポリマ
ーを混合することができる。他のポリマーを混合する目的は、熱可塑性樹脂とエラストマ
ー成分との相溶性を改良するため、材料のフィルム成形加工性をよくするため、耐熱性向
上のため、コストダウンのため等があり、これに用いられる材料としては、例えば、ポリ
エチレン（ＰＥ）ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ＡＢＳ、ＳＢＳ、ポ
リカーボネート（ＰＣ）等を例示することができる。本発明に係るポリマー組成物には、
更に一般的にポリマー配合物に配合される充填剤（炭酸カルシウム、酸化チタン、アルミ
ナ等）、カーボンブラック、ホワイトカーボン等の補強剤、軟化剤、可塑剤、加工助剤、
顔料、染料、老化防止剤等を上記ヤング率の要件を損なわない限り任意に配合することも
できる。
【００１７】
また、前記エラストマー成分は熱可塑性樹脂との混合の際、動的に加硫することもできる
。動的に加硫する場合の加硫剤、加硫助剤、加硫条件（温度、時間）等は、添加するエラ
ストマー成分の組成に応じて適宜決定すればよく、特に限定されるものではない。
加硫剤としては、一般的なゴム加硫剤（架橋剤）を用いることができる。具体的には、イ
オン系加硫剤としては粉末イオウ、沈降性イオウ、高分散性イオウ、表面処理イオウ、不
溶性イオウ、ジモルフォリンジサルファイド、アルキルフェノールジサルファイド等を例
示でき、例えば、０．５～４ｐｈｒ　〔ゴム成分（ポリマー）１００重量部あたりの重量
部〕程度用いることができる。
【００１８】
また、有機過酸化物系の加硫剤としては、ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルヒドロ
パーオキサイド、２，４－ビクロロベンゾイルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，
５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジ（パ
ーオキシルベンゾエート）等が例示され、例えば、１～２０ｐｈｒ　程度用いることがで
きる。
【００１９】
更に、フェノール樹脂系の加硫剤としては、アルキルフェノール樹脂の臭素化物や、塩化
スズ、クロロプレン等のハロゲンドナーとアルキルフェノール樹脂とを含有する混合架橋
系等が例示でき、例えば、１～２０ｐｈｒ　程度用いることができる。
その他として、亜鉛華（５ｐｈｒ　程度）、酸化マグネシウム（４ｐｈｒ　程度）　、リ
サージ（１０～２０ｐｈｒ　程度）　、ｐ－キノンジオキシム、ｐ－ジベンゾイルキノン
ジオキシム、テトラクロロ－ｐ－ベンゾキノン、ポリ－ｐ－ジニトロソベンゼン（２～１
０ｐｈｒ　程度）　、メチレンジアニリン（０．２～１０ｐｈｒ　程度）　が例示できる
。
【００２０】
また、必要に応じて、加硫促進剤を添加してもよい。加硫促進剤としては、アルデヒド・
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アンモニア系、グアニジン系、チアゾール系、スルフェンアミド系、チウラム系、ジチオ
酸塩系、チオウレア系等の一般的な加硫促進剤を、例えば、０．５～２ｐｈｒ　程度用い
ることができる。
具体的には、アルデヒド・アンモニア系加硫促進剤としては、ヘキサメチレンテトラミン
等、グアジニン系加硫促進剤としては、ジフェニルグアジニン等、チアゾール系加硫促進
剤としては、ジベンゾチアジルジサルファイド（ＤＭ）、２－メルカプトベンゾチアゾー
ル及びそのＺｎ塩、シクロヘキシルアミン塩等、スルフェンアミド系加硫促進剤としては
、シクロヘキシルベンゾチアジルスルフェンアマイド（ＣＢＳ）、Ｎ－オキシジエチレン
ベンゾチアジル－２－スルフェンアマイド、Ｎ－ｔ－ブチル－２－ベンゾチアゾールスル
フェンアマイド、２－（チモルポリニルジチオ）ベンゾチアゾール等、チウラム系加硫促
進剤としては、テトラメチルチウラムジサルファイド（ＴＭＴＤ）、テトラエチルチウラ
ムジサルファイド、テトラメチルチウラムモノサルファイド（ＴＭＴＭ）、ジペンタメチ
レンチウラムテトラサルファイド等、ジチオ酸塩系加硫促進剤としては、Ｚｎ－ジメチル
ジチオカーバメート、Ｚｎ－ジエチルジチオカーバメート、Ｚｎ－ジ－ｎ－ブチルジチオ
カーバメート、Ｚｎ－エチルフェニルジチオカーバメート、Ｔｅ－ジエチルジチオカーバ
メート、Ｃｕ－ジメチルジチオカーバメート、Ｆｅ－ジメチルジチオカーバメート、ピペ
コリンピペコリルジチオカーバメート等、チオウレア系加硫促進剤としては、エチレンチ
オウレア、ジエチルチオウレア等を挙げることができる。
【００２１】
また、加硫促進助剤としては、一般的なゴム用助剤を併せて用いることができ、例えば、
亜鉛華（５ｐｈｒ　程度）、ステアリン酸やオレイン酸及びこれらのＺｎ塩（２～４ｐｈ
ｒ　程度）等が使用できる。
熱可塑性エラストマー組成物の製造方法は、予め熱可塑性樹脂成分とエラストマー成分（
ゴムの場合は未加硫物）とを２軸混練押出機等で溶融混練し、連続相（マトリックス相）
を形成する熱可塑性樹脂中にエラストマー成分を分散相（ドメイン）として分散させるこ
とによる。エラストマー成分を加硫する場合には、混練下で加硫剤を添加し、エラストマ
ー成分を動的に加硫させてもよい。また、熱可塑性樹脂またはエラストマー成分への各種
配合剤（加硫剤を除く）は、上記混練中に添加してもよいが、混練の前に予め混合してお
くことが好ましい。熱可塑性樹脂とエラストマー成分の混練に使用する混練機としては、
特に限定はなく、スクリュー押出機、ニーダ、バンバリミキサー、２軸混練押出機等が使
用できる。中でも熱可塑性樹脂とエラストマー成分の混練およびエラストマー成分の動的
加硫には、２軸混練押出機を使用するのが好ましい。更に、２種類以上の混練機を使用し
、順次混練してもよい。溶融混練の条件として、温度は熱可塑性樹脂が溶融する温度以上
であればよい。また、混練時の剪断速度は１０００～７５００Ｓｅｃ　－ １ であるのが好
ましい。混練全体の時間は３０秒から１０分、また加硫剤を添加した場合には、添加後の
加硫時間は１５秒から５分であるのが好ましい。上記方法で作製されたポリマー組成物は
、次に押出し成形またはカレンダー成形によってシート状のフィルムに形成される。フィ
ルム化の方法は、通常の熱可塑性樹脂または熱可塑性エラストマーをフィルム化する方法
によればよい。
【００２２】
このようにして得られるフィルムは、熱可塑性樹脂（Ａ）のマトリクス中にエラストマー
成分（Ｂ）が分散相（ドメイン）として分散した構造をとる。かかる状態の分散構造をと
ることにより、熱可塑の加工が可能となり、かつベルト補強層としてのフィルムに十分な
柔軟性と連続相としての樹脂層の効果により十分な剛性を併せ付与することができると共
に、エラストマー成分の多少によらず、成形に際し、熱可塑性樹脂と同等の成形加工性を
得ることができるため、通常の樹脂用成形機、即ち押出し成形、またはカレンダー成形に
よって、フィルム化することが可能となる。
【００２３】
これらフィルムと相対するゴム層との接着は、通常のゴム系、フェノール樹脂系、アクリ
ル共重合体系、イソシアネート系等のポリマーと架橋剤を溶剤に溶かした接着剤をフィル
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ムに塗布し、加硫成形時の熱と圧力により接着させる方法、または、スチレンブタジエン
スチレン共重合体（ＳＢＳ）、エチレンエチルアクリレート（ＥＥＡ）、スチレンエチレ
ンブチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）等の接着用樹脂を熱可塑性フィルムと共に共押
出、或いはラミネートして多層フィルムを作製しておき、加硫時にゴム層と接着させる方
法がある。溶剤系接着剤としては、例えば、フェノール樹脂系（ケムロック２２０・ロー
ド社）、塩化ゴム系（ケムロック２０５、ケムロック２３４Ｂ）、イソシアネート系（ケ
ムロック４０２）等を例示することができる。
【００２４】
なお、本発明では、上記実施形態において、２層のベルト層７を配置した例を示したが、
それに限定されるものではなく、本発明は、トレッド部のカーカス層外周側にベルト層を
埋設した空気入りラジアルタイヤであれば、いずれにも好適に用いることができ、特に乗
用車用空気入りラジアルタイヤに好ましく採用することができる。
【００２５】
【実施例】
タイヤサイズを１６５ＳＲ１３で共通にし、図１に示す構成の空気入りラジアルタイヤに
おいて、ベルト補強層のヤング率を表１のように変えた本発明タイヤ１～４と比較タイヤ
１，２、及び図１に示す構成の空気入りラジアルタイヤにおいて、ベルト補強層を設けて
いない従来タイヤ１とベルト補強層にナイロン繊維コードで補強したナイロン補強層を配
置した従来タイヤ２とをそれぞれ作製した。
【００２６】
本発明タイヤ及び比較タイヤにおけるベルト補強層には、表２に示す組成材料を使用した
。ゴム用バンバリーミキサーで表２に示すエラストマー成分を混合し、ゴム用ロールで約
３ｍｍの厚さにシート出しして、該シートをゴム用ベレタイザーでペレット化し、後述の
２軸混練押出機での混練に供した。熱可塑性エラストマー組成物の混練は、２軸混練押出
機の第１の投入口よりナイロン１１のペレットを投入し溶融混練せしめた後、第２の投入
口より前述のエラストマー成分を投入し、ナイロン１１の熱可塑性樹脂中にエラストマー
成分が微細に分散した状態になったあとで、第３の投入口よりエラストマー成分のポリマ
ー成分１００重量部に対して表２に示す所定量の動的加硫系成分を引き続き投入せしめ、
混練中にエラストマー成分を架橋せしめエラストマー成分の分散を固定せしめた（組成物
（Ｉ）（ＩＩ）　）。組成物（ＩＩＩ）　は動的架橋を施していない。
【００２７】
しかる後、２軸混練押出機の先端より得られた熱可塑性エラストマー組成物をストランド
状に押し出し、水で冷却した後に樹脂用ペレタイザーでペレット化した。次いで先端にＴ
形ダイスを装着した４０ｍｍの一軸の樹脂用押出機を使用して、この様にして得られたペ
レットを又組成物　（ＩＶ）　～（ＶＩ）は熱可塑性樹脂のペレットをそのまま使用して
押出機に投入し溶融せしめて先端のＴ形ダイスより幅４００ｍｍ、厚さ０．３ｍｍのシー
トを成形し供試のフィルムを得た。
【００２８】
各試験タイヤ共に（従来タイヤ１を除く）、ベルト補強層をベルト層の両エッジからそれ
ぞれベルト全幅ＢＷの２２％を覆うように配置した。
これら各試験タイヤを以下に示す測定条件により、高周波域ロードノイズとタイヤベルト
部重量、及び耐久性の評価試験を行ったところ、表１に示す結果を得た。
高周波域ロードノイズ（Ｒ／Ｎ）
各試験タイヤをリムサイズ１３×５Ｊのリムに装着し、空気圧を２１０ｋＰａ　にして１
５００ｃｃの車両に取付け、舗装路面を時速５０ｋｍ／ｈで走行し、車内中央位置に取付
けたマイクにより高周波域の音圧レベルをそれぞれ測定し、従来タイヤ１を基準（０）と
して±〔ｄＢ（Ａ）　〕で評価した。符号が＋でその数値が大きい程、高周波域ロードノ
イズが従来タイヤよりも高く、また、符号が－でその数値が大きい程、高周波域ロードノ
イズが従来タイヤよりも低いことを示す。
タイヤベルト部重量
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各試験タイヤのベルト層とベルト補強層の合計重量を測定し、その結果を従来タイヤ１を
１００とする指数値で評価した。その値が大きい程、タイヤベルト部重量が大きいことを
示す。
耐久性
各試験タイヤ（従来タイヤを除く）をリムサイズ１３×４．５０Ｂのリムに装着し、空気
圧２１０ｋＰａ　、速度を３０分毎に１０ｋｍ／ｈずつ増加する条件（ＪＩＳＤー４２３
０に基づいた試験条件）で室内ドラム試験を行い、速度１８０ｋｍ／ｈを３０分間走行後
におけるベルト補強層の状態を調べた。○は異常なし、×はベルト補強層に破壊が発生し
たことを示す。
【００２９】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３０】
【表２】
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表１から明らかなように、本発明タイヤは、ベルト補強層に故障を招くことなく、タイヤ
重量の増加を抑えながら、高周波域におけるロードノイズを効果的に改善することができ
るのが判る。
【００３１】
【発明の効果】
上述したように本発明は、トレッド部のカーカス層外周側にベルト層を埋設した空気入り
ラジアルタイヤにおいて、前記ベルト層より外周側でかつ少なくとも該ベルト層両エッジ
部を覆うように、

熱可塑性エラストマー組成物からなるベルト補強層を配置し
たので、タイヤ重量が増大するのを抑制しながら、高周波域におけるロードノイズの低減
を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の空気入りラジアルタイヤの一例を示すタイヤ子午線半断面図である。
【図２】本発明の空気入りラジアルタイヤの他の例を示すタイヤ子午線半断面図である
。
【図３】図２におけるベルト補強層の他の例を示す要部断面図である。
【符号の説明】
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熱可塑性樹脂成分とゴムからなるエラストマー成分とをブレンドしたヤ
ング率が５０～５００ MPa の



１　トレッド部　　　　　　　　　　２　ビード部
３　サイドウォール部　　　　　　　４　カーカス層
７　ベルト層　　　　　　　　　　　７Ａ　１番ベルト層
７Ｂ　２番ベルト層　　　　　　　　７ａ，７ｂ　エッジ部
８　ベルト補強層　　　　　　　　　ｘ　ベルト層のエッジ

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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